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鳴門教育大学入学料，授業料及び寄宿料の免除等に関する規程

平成１６年 ４ 月 １ 日

規程第 ７０ 号

改正 平成１７年 ３ 月１４日規程第４５号

平成２０年 ３ 月１７日規程第 ９ 号

平成２３年 ３ 月 ９ 日規程第 ９ 号

平成２４年 ２ 月２３日規程第 ３ 号

平成２６年１０月 ８ 日規程第５７号

平成３０年 ２ 月１５日規程第 ７ 号

平成３１年 ４ 月１０日規程第８１号

令和 ２ 年 ６ 月１０日規程第４２号

令和 ３ 年 ５ 月 ７ 日規程第２２号

令和 ４ 年 ３ 月 ９ 日規程第２３号

令和 ６ 年 ２ 月２８日規程第 ５ 号

令和 ７ 年 ３ 月１３日規程第１１号

令和 ７ 年 ５ 月１９日規程第３１号

第１章 総則

（趣旨）

第１条 鳴門教育大学学則(平成１６年学則第１号。以下「学則」という。)第９６条第２

項の規定に基づく入学料の免除及び徴収猶予，授業料の免除及び徴収猶予並びに寄宿料

の免除（以下「入学料，授業料及び寄宿料の免除等」という。）の取扱いについては，

他に別段の定めのあるもののほか，この規程の定めるところによる。

（定義）

第１条の２ この規程において「教員採用候補者名簿登載期間延長制度」とは，特定の教

育委員会が教員採用試験合格者に対する大学院進学を支援するため，採用候補者名簿の

登載期間延長の特例的措置を講じて大学院を修了するまで教員採用を延期する制度をい

う。

（免除等の対象者）

第２条 入学料の免除及び徴収猶予の対象となる者は，鳴門教育大学（以下「本学」とい

う。）に入学する者とし，授業料の免除及び徴収猶予並びに寄宿料の免除の対象となる

者は，本学学生とする。ただし，研究生，科目等履修生等については，第１９条第１項

第１号，第２号及び第２５条に規定する免除を除き，対象としない。

（免除等の申請）

第３条 入学料，授業料及び寄宿料の免除等を受けようとする者は，別記様式第１号から

第７号までの該当する申請書に，別表の区分欄ごとに掲げる書類を添え，同表に定める

提出期限までに学長に申請しなければならない。ただし，学長が特別の理由があると認

めたときは，この限りでない。

（許可）
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第４条 入学料，授業料及び寄宿料の免除等の許可は，学生支援委員会の議を経て学長が

行う。

第２章 入学料の免除

（経済的理由等による免除）

第５条 次の各号の一に該当する場合は，入学料を免除することができる。

(1) 大学院学校教育研究科に入学する者で，経済的理由により入学料の納付が困難であ

り，かつ，学業優秀と認められる場合

(2) 学校教育学部に入学する者で，独立行政法人日本学生支援機構法（平成１５年法律

第９４号。以下「機構法」という。）第１７条の２第１項の規定により独立行政法人

日本学生支援機構（以下「機構」という。）から学資として支給する資金の支給対象

者として認定を受けた場合

(3) 入学前１年以内において，本学に入学する者の学資を主として負担している者（以

下「学資負担者」という。）が死亡し，又は本学に入学する者若しくは学資負担者が

風水害等の災害を受け，入学料の納付が著しく困難であると認められる場合

(4) 前号に準ずる場合であって，学長が相当と認める事由がある場合

（特別免除）

第５条の２ 前条に加え，次の各号の一に該当する場合は，特別免除として入学料を免除

する。

(1) 本学学校教育学部学校教育教員養成課程小学校教育専修学校教育実践コースの学生

が卒業後，引き続き大学院学校教育研究科高度学校教育実践専攻（教職系）教員養成

特別コースに入学する場合

(2) 本学学校教育学部の学生が大学院入学者選抜試験において副学長（教育・改革担

当）からの推薦を受け卒業後，引き続き大学院学校教育研究科に入学する場合

(3) 連携協力協定締結大学の学生が大学院入学者選抜試験において，当該機関の長等か

らの推薦を受け，当該大学を卒業後，引き続き大学院学校教育研究科に入学する場合

第５条の３ 前条に加え，本学学校教育学部の学生が教員採用候補者名簿登載期間延長制

度を利用し，かつ卒業後引き続き大学院学校教育研究科に入学する場合は，特別免除と

して入学料を免除することができる。

（免除の額）

第６条 免除する入学料の額は，次の各号に掲げる者に応じ，当該各号に定める額とする。

(1) 第５条第１号，第３号及び第４号に該当する者 全額又は半額を免除

(2) 第５条第２号に該当する者 機構で採用となった区分に応じた額

(3) 第５条の２第１号及び第５条の３に該当する者 全額を免除

(4) 第５条の２第２号及び第３号に該当する者 半額を免除

（徴収の猶予）

第７条 入学料の免除を申請した者には，免除を許可し，又は不許可とするまでの間は，

入学料の徴収を猶予する。

２ 入学料の免除を不許可とされた者及び半額免除を許可された者（第５条第２号に該当

し，2/3及び1/3免除を許可された者を含む。）は，その決定が告知された日から起算し

て１４日以内に，納付すべき入学料を納付しなければならない。ただし，第９条第２項
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の規定により，徴収猶予の申請をした者を除くものとする。

（死亡等による免除）

第８条 次の各号の一に該当する場合には，未納の入学料の全額を免除する。

(1) 入学料の免除を申請した者が，前条に規定する期間内に死亡した場合

(2) 前条第２項の規定により入学料を納付すべき者が，納付すべき入学料を納付しない

ことにより除籍された場合

第３章 入学料の徴収猶予

（徴収猶予の事由等）

第９条 次の各号の一に該当する場合は，入学料の徴収を猶予することができる。

(1) 経済的理由によって納付期限までに入学料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合

(2) 入学前１年以内において，本学に入学する者の学資負担者が死亡し，又は本学に入

学する者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け，納付期限までに納付が困難で

あると認められる場合

(3) その他やむを得ない事情があると認められる場合

２ 入学料の免除を申請した者については，免除の不許可又は半額免除の許可（第５条第

２号に該当し，2/3及び1/3免除を許可された場合を含む。）を告知した日から起算して

１４日以内に徴収猶予の申請を行わせることができる。

（徴収猶予申請中の徴収の猶予）

第１０条 入学料の徴収猶予を申請した者には，入学料の徴収猶予を許可し，又は不許可

とするまでの間は，入学料の徴収を猶予する。

（徴収猶予の期間）

第１１条 入学料の徴収猶予の期間は８月末日までとする。

２ 入学料の徴収猶予を許可された者は，前項に規定する日までに納付すべき入学料を納

付しなければならない。

（徴収猶予の不許可）

第１２条 入学料の徴収猶予を不許可とされた者は，その決定が告知された日から起算し

て１４日以内に，納付すべき入学料を納付しなければならない。

（徴収猶予中の死亡等による免除）

第１３条 次の各号の一に該当する場合には，未納の入学料の全額を免除する。

(1) 入学料の徴収猶予を申請した者が，第１０条に規定する徴収を猶予している期間内

において死亡した場合

(2) 入学料の徴収猶予を許可された者が，第１１条第１項に規定する期間内において死

亡した場合

(3) 入学料の徴収猶予を不許可とされた者が，前条に規定する期間内において死亡した

場合

(4) 第１１条第２項又は前条の規定により，入学料を納付すべき者が，納付すべき入学

料を納付しないことにより除籍された場合

第４章 授業料の免除

（経済的理由等による免除）
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第１４条 次の各号の一に該当する場合は，授業料を免除することができる。

(1) 大学院学校教育研究科に在籍する者で，経済的理由により授業料の納付が困難であ

り，かつ，学業優秀と認められる場合

(2) 学校教育学部に在籍する者で，機構法第１７条の２第１項の規定により機構から学

資として支給する資金の支給対象者として認定を受けた場合

（特別免除）

第１４条の２ 前条に加え，次の各号の一に該当する場合は，特別免除として授業料を免

除することができる。

(1) 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２６条の規定による大学院修学休業

制度を利用して修学している場合

(2) 教員採用候補者名簿登載期間延長制度を利用して修学している場合

(3) 教員採用候補者名簿登載期間延長制度の利用者であって，かつ本学学校教育学部を

卒業後引き続き大学院学校教育研究科において修学している場合

（免除の取扱い及び期間）

第１５条 免除の取扱いは，年度を２期に分けた区分によるものとし，その許可は，当該

期限りとする。

（免除の額）

第１６条 免除の額は，次の各号に掲げる者に応じ，当該各号に定める額とする。

(1) 第１４条第１号に該当する者 全額又は半額を免除

(2) 第１４条第２号に該当する者 機構で採用となった区分に応じた額

(3) 第１４条の２第１号及び第３号に該当する者 全額を免除

(4) 第１４条の２第２号に該当する者 半額を免除

（休学の場合の免除）

第１７条 学生に休学を許可し，又は命じた場合は，月割計算により休学する日の属する

月の翌月（休学を開始する日が月の初日に当たるときは，その月）から復学する日の属

する月の前月までの授業料を免除するものとする。ただし，休学を許可した日が授業料

の納付期限経過後である場合は，免除しない。

（災害等による免除）

第１８条 次の各号の一に該当する特別な事情により授業料の納付が著しく困難であると

認められる場合は，当該事由の発生した日の属する期の翌期に納付すべき授業料の全額

又は半額を免除することができる。ただし，当該事由の発生の時期が当該期の授業料の

納付期限以前であり，かつ，当該学生が当該期分の授業料を納付していない場合におい

ては，当該期分の授業料の全額又は半額を免除することができる。

(1) 授業料の各期ごとの納付期限６か月以内（新入学生に対する入学した日の属する期

分の免除に係る場合にあっては，入学前１年以内）において，学資負担者が死亡し，

又は当該学生若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合

(2) 前号に準ずる場合であって，学長が相当と認める事由がある場合

（死亡等による免除）

第１９条 次の各号の一に該当する場合は，未納の授業料の全額を免除することができる。

(1) 死亡又は行方不明のため除籍された場合
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(2) 授業料の未納を理由に除籍された場合

(3) 第８条第２号又は第１３条第４号に該当する場合

２ 授業料の徴収猶予を許可されている学生に対し，その願出により退学を許可した場合

は，月割計算により退学した日の属する月の翌月以降に納付すべき授業料の全額を免除

することができる。

第５章 授業料の徴収猶予

（徴収猶予の事由等）

第２０条 次の各号の一に該当する場合は，授業料の徴収を猶予することができる。

(1) 経済的理由によって納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合

(2) 行方不明の場合

(3) 学生又は学資負担者が災害を受け，授業料の納付が困難であると認められる場合

(4) その他やむを得ない事情があると認められる場合

２ 前項に規定するもののほか，次の各号に該当する場合は，授業料の徴収を猶予する。

(1) 授業料の免除を申請した場合

(2) 大学院学校教育研究科に在籍する者で，機構の定める授業料後払い制度（以下,「授

業料後払い制度」という。）の申請を行う予定の場合及び申請した場合

（徴収猶予の取扱い及び期間）

第２１条 前条第１項及び第２項第１号の授業料の徴収猶予の取扱いは，年度を２期に分

けた区分によるものとし，その許可は，当該期限りとする。

２ 前条第２項第２号の授業料の徴収猶予の取扱い及びその許可は，当該年度限りとする。

ただし，辞退した者及び機構で定める適格認定等により停止・廃止となった者を除き，

授業料後払い制度の採用が決定した場合は，翌年度以降についても，引き続き徴収猶予

の取扱い及びその許可を行ったものとみなす。

３ 前条第１項の授業料の徴収猶予の期間は，適宜定めるものとする。ただし，前期分につ

いては９月末日，後期分については３月末日を超えないものとする。ただし，修了に係る

者の後期分については，２月末日までとする。

４ 前条第２項第１号の授業料の徴収猶予の期間は，授業料の免除を許可し，又は不許可

とするまでの期間とする。

５ 前条第２項第２号の授業料の徴収猶予の期間は，次の各号に掲げる場合に応じ，当該

各号に定めるとおりとする。ただし，授業料の免除を申請した者が，前期，後期とも全

額免除となった場合は，当該年度の許可を取り消したものとみなす。

(1) 授業料後払い制度の申請の提出期限までに申請しなかった場合 その提出期限まで

の期間

(2) 授業料後払い制度が不採用となった場合 機構から決定の通知がなされた日までの

期間

(3) 授業料後払い制度が採用となった場合 機構から当該猶予者の授業料が振込された

日までの期間

（月割分納）

第２２条 第２０条第１項各号の一に該当する者で，特別の事情があると認められる場合
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は，月割分納を許可することができる。

（月割分納の額及び納付期限）

第２３条 月割分納の額は，授業料年額の１２分の１に相当する額とする。

２ 月割分納の許可を受けた者の授業料の納付期限は，毎月２０日とする。

第６章 寄宿料の免除

（災害等による免除）

第２４条 学生又は学資負担者が風水害等の災害を受け，寄宿料の納付が著しく困難であ

ると認められる場合は，次に掲げる範囲内において，納付すべき寄宿料の全額を免除す

ることができる。

(1) 当該災害の発生した日の属する月の翌月から起算して６か月間

(2) 学長が特別の理由があると認める期間

（死亡等による免除）

第２５条 第１９条第１項各号の一に該当する場合は，当該学生に係る未納の寄宿料の全

額を免除することができる。

第７章 許可の取消し等

（許可の取消し）

第２６条 学長は,入学料,授業料及び寄宿料の免除等を許可された者が，次の各号の一に

該当する場合は，学生支援委員会の議を経て，当該許可を取り消すことができる。

(1) 免除等の理由が消滅した場合

(2) 学則第８６条に規定する懲戒処分を受けた場合

(3) 当該申請書類の記載に虚偽の事実が判明した場合

２ 前項第１号及び第２号の規定により授業料の免除の許可を取り消された場合は，取り

消した日の属する月から月割によって計算した額を，又は徴収猶予の許可を取り消され

た場合は，当該期に納付すべき授業料の全額を，それぞれ速やかに納付しなければなら

ない。

３ 第１項第３号の規定により入学料，授業料及び寄宿料の免除等の許可を取り消された

場合は，免除された額の全額を，又は入学料若しくは授業料の徴収猶予の許可を取り消

された場合には，納付すべき入学料若しくは授業料の全額を，それぞれ速やかに納付し

なければならない。

第８章 雑則

（細則）

第２７条 この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，別に定め

る。

附 則

この規程は，平成１６年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則
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この規程は，平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成３０年４月１日から施行する。

附 則

１ この規程は，平成３１年４月１０日から施行する。

２ 第８条の２第２項及び同条第３項の規定は，令和２年度の入学者から適用する。

３ 平成３１年度以前に入学した者については，改正後の第１４条の２の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。

附 則

この規程は，令和２年６月１０日から施行し，令和２年４月１日から適用する。

附 則

この規程は，令和３年５月７日から施行し，令和３年４月１日から適用する。

附 則

この規程は，令和４年４月１日から施行する。

附 則

１ この規程は，令和６年４月１日から施行する。

２ 第２０条第２項第２号，第２１条第２項及び第５項各号に規定する授業料後払い制度

については，令和６年度入学者から適用する。

附 則

１ この規程は，令和７年４月１日から施行する。

２ 改正後の第５条の２，第５条の３，第６条，第１４条の２第３号，第１６条第３号並

びに別表の規定は，令和８年度入学者から適用する。ただし，第１６条第３号に定める

第１４条の２第１号に該当する者は，この限りでない。

附 則

この規程は，令和７年５月１９日から施行し，令和７年４月１日から適用する。
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別表（第３条関係）

添 付 書 類

家 庭 学資負 学資負 当人若 学業成 その他
調 書 担者の 担者が しくは 績証明 本学で

所得証 死 亡 学資負 書 指定す
明 書 し，又 担者の る書類

区 分 提 出 （市区 は当人 被災を
期 限 町村長 若しく 証明す

発行の は学資 る書類
もの） 負担者

の被災
を証明
する書
類

第５条
第１号 ○ ○ ○ ○

入学料 第５条
免除 第２号 ○

第５条
第３号 ○ ○ ○ ○
第４号

第５条
の３ 入学手 ○

続終了
の日

第９条
第１項 ○ ○ ○ ○
第１号

第９条
第１項 ○ ○ ○ ○

入学料 第２号
徴収猶
予 第９条

第１項 ○ ○ ○
第３号

第９条 第９条第２

第２項 項において ○ ○ ○ ○
指定する日

第14条 各期 ○ ○ ○ ○
第１号 （第18

条本文
第14条 に該当
第２号 する者 ○

授業料 はその
免除 第14条 翌期）

の２
第１号 授業料 ○
第２号 の納付
第３号 期限ま

での間
第18条 で指定 ○ ○ ○ ○

する
第20条 日。た
第１項 だし， ○ ○ ○ ○
第１号 第18条

各号の
第20条 一に該

授業料 第１項 当す ○
徴収猶 第２号 る者の
予 うち，

第20条 同条た
第１項 だし書 ○ ○ ○ ○
第３号 に該当

する者
は，そ

第20条 の都度
第１項 は，そ ○ ○ ○
第４号 の都度
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授業料
月割分 第22条 ○ ○ ○
納

寄宿料 その都
免除 第24条 度 ○ ○ ○ ○


